
為替週間展望＝ドル円は上値の重い展開か

　　　　　　　　　　［２月１０日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    2 月 3 日～ 2 月 7 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  155.11   155.89( 3)    150.96( 7)    151.76   -3.43

ユーロ・ドル  1.0296   1.0442( 5)    1.0141( 3)    1.0377   +0.0015

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    38,787.02     -785.47     日本10年債利回り   1.300   +0.055

ダウ平均株価    44,747.63     +202.97     米10年債利回り     4.434   -0.105

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

９日　　中国１月消費者物価指数、中国１月生産者物価指数

１０日　日本１２月経常収支

　　　　※中国が対米報復関税を発動

１１日　パウエルＦＲＢ議長議会証言（上院銀行委員会）

１２日　米１月消費者物価指数

　　　　パウエルＦＲＢ議長議会証言（下院金融委員会）

１３日　独１月消費者物価指数確報値

　　　　英１２月鉱工業生産指数、英１２月製造業生産指数、英１２月貿易収支

　　　　英第４四半期ＧＤＰ速報値

　　　　スイス１月消費者物価指数

　　　　ユーロ圏１２月鉱工業生産指数

　　　　米１月生産者物価指数、米新規失業保険申請件数

１４日　スイス１月生産者輸入価格

　　　　ユーロ圏第４四半期ＧＤＰ改定値

　　　　カナダ１２月製造業出荷、カナダ１２月卸売売上高

　　　　米１月小売売上高、米１月輸入価格指数

　　　　米１月鉱工業生産・設備稼働率

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】注目度の高い米経済指標とともにトランプ米大統領の突発的な発言

や政策に左右される展開となりそうだ。材料次第で荒れた動きを繰り返して、明確なト

レンドが出にくいとみられる。こうした中、ドル円は方向感を探る動きとなり、１５３

－１５５円台を中心とするもみ合いになるとした。

　　　　

【米経済指標や日銀の利上げ観測がドル円の重石に】

　ドル円は３日の１５５．８０台から７日には１５０．９０台まで下落した。ドル売り

と円買いの両方がドル円の下落につながった。

　　

　トランプ米大統領が署名した大統領令により、日本時間の４日１４時０１分に１０％

の対中追加関税が発動された。なお、メキシコとカナダへの２５％の関税発動は１か月

延期された。ドル円は一時１５４．８０近くまで下落したものの、売り一巡後は元の水

準に戻すなど、影響は一時的なものにとどまった。

　　

　４日の米１２月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数は７６０万件となり、市場予想

の８００万件を下回った。前月の８１５．６万件（改定値）から５５万件以上の大幅な

減少となっており、ドル売りの動きとなった。ドル円は１５４．１０台まで下落した。

　　

　５日の日本１２月毎月勤労統計で現金給与総額の前年比が＋４．８％となり、市場予
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想の＋３．７％を大きく上回った。さらに前月分も＋３．０％から＋３．９％に上方修

正された。強い賃金統計が日銀の利上げ観測につながった。さらに赤澤再生相の「足元

はインフレの状態という認識、植田日銀総裁と齟齬ない」との発言も加わり、早期利上

げ観測につながり、一段と円買いにつながった。５日のＮＹ市場では米１月米ＩＳＭ非

製造業景況指数が５２．８と、市場予想（５４．０）を下回り、ドル売り円買いに傾い

た。ドル円は１５２．１０近辺まで下落した。

　　

　６日に日銀の田村委員が「少なくとも１％程度まで短期金利の引き上げ必要」などと

発言すると、今後の利上げ観測が高まり、円買いの動きに傾いた。ドル円は１５２円を

割り込み、一時１５１．８０台まで下落した。その後は１５２．８０台まで戻したもの

の、再びドル売り円買いの動きとなり、７日には一時１５１円を割り込んだ。

　　

【米消費者物価指数やトランプ発言に注目】

　日米の経済指標やイベントとしては、１０日に日本１２月経常収支、１２日に米１月

消費者物価指数、１３日に米１月生産者物価指数、米新規失業保険申請件数、１４日に

米１月小売売上高、米１月輸入価格指数、米１月鉱工業生産・設備稼働率などがある。

　　

　経済指標で特に注目されるのは１２日の米１月消費者物価指数、１４日に米１月小売

売上高となる。米消費者物価指数の前年比の事前予想は総合が＋２．９％で、前回と同

水準。コアは＋３．１％と前回（＋３．２％）から鈍化する見通し。米小売売上高の事

前予想は総合は前月比変わらず、コアは同＋０．２％となり、いずれも前回から伸びが

鈍化する見通し。いずれも予想から上振れならドル買いに、下振れならドル売りに振れ

るとみられる。

　　

　そして、１１日と１２日にはパウエルＦＲＢ議長の半期に一度の議会証言がある。１

１日は上院銀行委員会、１２日は下院金融委員会で行われる。今後の景気、物価、政策

金利の見通しなど、利下げに関するヒントが出てくるようなら、市場を大きく動かす可

能性がある。

　　

　トランプ米大統領の発言には振り回されやすいとみられる。誰も予想できなかったよ

うな発言や大統領令への署名など、予測できない行動を取ることも多く、市場が混乱に

陥る可能性もある。米経済指標は強弱入り混じった展開となりそうだ。国内では、日銀

関係者からの発言を受けて、今後の日銀会合での利上げ観測が高まっている。こうした

中、ドル円は戻しても売りに押されやすく、上値の重い展開になるとみられる。トラン

プ発言次第では、想定外の振幅を見せる可能性が出てきそうだ。ドル円の目先の予想レ

ンジは、１４９．００～１５５．００円。

　　

【ポンドドルは軟調な展開か】

　６日の英金融政策委員会（ＭＰＣ）では市場予想通り、０．２５％の利下げを決定し

た。利下げ票は９対０となった。票割れは７対２で、７名が０．２５％の利下げ、２名

は０．５０％の利下げを主張した。市場予想では８対１での利下げ決定の見通しで、そ

の１名は据え置きとの見方が優勢だった。実際の結果では据え置き主張はゼロで、０．

５０％利下げが２名となった。

　　

　英金融政策委員会（ＭＰＣ）議事録では、「金融政策抑制のさらなる解除は、段階的

かつ慎重なアプローチが適切」「インフレ持続のリスクを引き続き注意深く監視する」

としている。また、英中銀成長率見通しは２０２４－２６年を引き下げ、英中銀インフ

レ見通しは１－３年後をすべて引き上げた。ベイリー総裁は記者会見で、「今後さらに

利下げできると見込む」「どの程度、どれくらい速くかは会合ごとに判断」「基調的な

インフレ圧力は依然として緩やかに緩和している」などと述べた。

　　

　０．５０％の大幅利下げ主張が２名いたことで、ポンド売りの動きが強まった。一時

１．２４００ドルを割り込んで下落した。先行きの利下げ期待の高まりから上昇の動き

は限定的となり、軟調な推移が続くとみられる。ポンドドルの目先の予想レンジは、

１．２１００～１．２５５０ドル。

　　

　ユーロドルは３日に１．０２００近辺まで下落した後、陽線が続いて戻り歩調で推移

してきた。６日に下げに転じたことで、５日移動平均線や２１日移動平均線近辺での攻

防となっている。ユーロ圏は景気への警戒感が根強く、３月と４月の欧州中央銀行（Ｅ



ＣＢ）理事会でそれぞれ０．２５％ずつの連続利下げに動くとの見方も広がっている。

戻したところでの売り圧力が強まり、軟調な推移が続くとみられる。ユーロドルの目先

の予想レンジは、１．０１５０～１．０５３０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、９日に中国１月消費者物価指数、中国１月

生産者物価指数、１３日に独１月消費者物価指数確報値、英１２月鉱工業生産指数、英

１２月製造業生産指数、英１２月貿易収支、英第４四半期ＧＤＰ速報値、スイス１月消

費者物価指数、ユーロ圏１２月鉱工業生産指数、１４日にスイス１月生産者輸入価格、

ユーロ圏第４四半期ＧＤＰ改定値、カナダ１２月製造業出荷、カナダ１２月卸売売上高

などがある。
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